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【別 冊】 

  令和７年度当初予算編成要領 

 

 

 

 

 

 

 

全職員が、本予算編成方針及び予算編成要領を 

熟読のうえ、予算編成に臨むこと。 

 

 

 

 



１．本市を取り巻く財政環境                       

（１）国の経済と地方財政の動向 

国の経済動向については、内閣府が発表した９月の月例経済報告による我が国の基

調判断では、「景気は、一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復している」との見

方を示すとともに、先行きについては、「雇用・所得環境が改善する下で、各種政策

の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される。ただし、欧米における高い

金利水準の継続や中国における不動産市場の停滞の継続に伴う影響など、海外景気の

下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上昇、中東地域

をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。」としてい

る。 

このような中で、令和７年度予算編成に向けては、６月に閣議決定された「経済財

政運営と改革の基本方針 2024」において、我が国経済は現在、デフレから完全に脱却

し、成長型の経済を実現させる千載一遇の歴史的チャンスを迎えており、高水準の賃

上げや企業の設備投資といった前向きな流れを中小企業・地方経済等でも実現し、日

本経済を成長型の新たなステージへと移行させていくことが、経済財政運営における

最重要課題であると位置づけている。 

そのため、賃上げを起点とした所得と生産性の向上を目指した「持続的・構造的賃

上げの実現」、グリーン、デジタル、科学技術・イノベーション、フロンティアの開

拓、経済・エネルギー安全保障等の分野における「官民連携による投資の拡大」、経

済社会の持続可能性を確保するための「少子化対策・こども政策の抜本的強化を含め

た新たなステージへの移行に向けた取組の加速」、「防衛力の抜本的強化を始めとし

た我が国を取り巻く環境変化への対応」など重要政策課題に必要な予算措置を講ずる

こと等により、メリハリの効いた予算編成とすることとしている。 

次に、中長期の経済財政運営では、財政健全化の「旗」を下ろさず、2025 年度の

国・地方を合わせたプライマリーバランスの黒字化を目指し、経済再生と財政健全化

を両立させる歩みをさらに前進させるとしている。 

総務省が公表した地方財政の課題において、地方団体が、ＤＸ・ＧＸの推進、人への

投資、地方への人の流れの強化、能登半島地震の教訓を踏まえた防災・減災の取組の強

化、こども・子育て支援や地域医療の確保など、地域経済の好循環や持続可能な地域社

会の実現等に取り組むことができるよう、地方の安定的な財政運営に必要となる一般財

源の総額について、令和６年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を

確保し、地方交付税については、極めて厳しい地方財政の現状等を踏まえ、本来の役割

である財源調整機能と財源保障機能が適切に発揮されるよう、総額を適切に確保すると

ともに、臨時財政対策債の発行を抑制するとしている。 

地方財政全体では地方税等の増収が見込まれる一方、物価高騰等の影響による行政コ

ストの増加も見込まれることから、地方財政を取り巻く環境や今後の見通しは、極めて

厳しくなるものと予想される。また、国のみならず県の財政においても、同様に厳しい

状況が想定されることから、国及び県の動向を注視しながら、常に情報収集に努め、適

切に本市の予算編成に反映していく必要がある。 
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（２）本市の財政状況と今後の見通し 

本市は平成１５年度から本格的な行財政改革に取り組むとともに、規律ある財政運

営を維持してきた結果、令和５年度末の臨時財政対策債を除く実質的な市債残高は、

行財政改革前の平成１４年度末に比べて４割程度に圧縮し、公債費も約３割縮減して

いるほか、約２倍の基金残高を確保している。 

さらに、令和５年度決算では基金を積み増した上で、一般会計の実質収支が２億

3,900 万円の黒字となり、健全化判断比率等についても、いずれも財政等を早期に健

全化すべきとされる基準値（早期健全化基準）を大きく下回る結果となるなど、一定

の財政健全化が図られた。 

しかしながら、少子高齢化・人口減少問題、国際情勢に起因する物価高騰、最低賃

金の引き上げ等を背景とした人件費の上昇、気候変動により激甚化・頻発化する自然

災害への対応など本市を取り巻く環境の変化が加速するなかで、本市の抱える課題で

ある土地開発公社の負債解消への対応や市庁舎及び小中学校校舎の建替え等の施設整

備への備えとして基金を積み増しながら、増大する社会保障関係経費への対応や市民

サービスの維持・向上、喫緊の課題への対応を実施していく必要があることを勘案す

ると、未だ将来にわたって楽観できる状況ではない。 

令和７年度の一般会計歳入歳出見込は、歳出においては、小学校における空調・ト

イレの改修や公立保育園のリニューアルなどの教育・子育て環境の充実やゼロカーボ

ンシティの実現、デジタル行政の推進、高齢化の進展に伴う社会保障経費の増大（扶

助費・医療・介護）、物価高騰や賃金上昇に伴う維持管理費の増加への継続的な対応に

加え、ストックヤード整備や体育施設の改修など、多数の大型投資事業に取り組むほ

か、これまでの大型投資事業への対応として借り入れた多額の市債の償還を行ってい

く必要がある。 

一方で、歳入は、財源の根幹をなす市税については増収の見込みではあるが、臨時財

政対策債を含めた実質的な地方交付税の増加の見込みを含めてもなお、十分な一般財源

総額の伸びは見込めない状況である。 

こうした中で、質の高い行政サービスを維持しながら本市のさらなる発展に向けた投

資を行っていくことは、言うまでもなく安定した財政基盤があってこそのものであり、

中長期の視点から、身の丈に合った持続可能な財政運営に向けた取り組みを計画的かつ

継続的に進めていく必要があることから、事務・事業の「スクラップ＆ビルド」、「選

択と集中」の意識をこれまで以上に強め、歳出抑制に取り組むとともに、未利用地・未

利用財産の売却など市の資産の積極的な利活用や、魅力的な返礼品の開拓と積極的なＰ

Ｒによるふるさと納税の寄附額の増加など、自主財源確保に向けた取り組みを強化して

いかなければならない。 
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２．予算編成の基本方針                            

厳しい財政状況のなかではあるが、市長公約並びに所信表明を念頭に置き、「境港市

まちづくり総合プラン」に掲げる「環日本海オアシス都市～笑顔あふれる日本一住み

たいまち境港～」の実現に向けて、基本目標である五つのまちづくりを推進するため

の施策を市民とともに、しっかりと考え、磨き上げ、着実に実施していく必要があ

る。 

また、長引く物価高騰、中長期的な課題の要因である人口減少・少子高齢化など、

多難で不安定な状況の中であればこそ、これまで取り組んできた行財政改革と、規律

ある財政運営を継続し、自立・持続可能な財政基盤を崩すことなく、行政コストの削

減を徹底するとともに、自主財源の更なる確保や有利な財源の確保を図るなど、未来

につけを回さない行財政運営を行っていく必要がある。 

すべての職員が、本市を取り巻く厳しい状況を十分認識し、自らが直面する課題と

して、強い自覚をもって予算編成にあたることが求められる。 

以上のことを踏まえ、令和７年度予算についても、次の項目を基本として編成を行

う。 

 

（１）「環日本海オアシス都市～笑顔あふれる日本一住みたいまち境港～」 

の実現に向けた施策の推進 

①「境港市まちづくり総合プラン」の五つの基本目標を基に計画初年度（令和４ 

年度）から現在までの期間における事業効果及び推進状況の検証を行い、既存 

事業については、「良いものは継続・発展させ」、「変えるべきものはスピード感 

を持って大胆に変えていく」姿勢のもとに行い、継続すべきもの、変えるべき 

もの、終えるべきものを明確にし、整理すること。また、不足する分野において 

は、積極的に新規事業を立案しプランの実現を推進すること。 

②予算編成作業にあたっては、部内はもとより関係部署、団体等と十分に連携協 

議し、事業の具現化を図ること。 

③他市町村事例等の積極的な情報収集に努め、より実効性の高い内容となるよう 

事業を組み立てること。 

 

≪五つの基本目標≫ 

❶ 誰もが安心して元気に暮らす支え愛のまちづくり 

❷ さかな・鬼太郎・港を生かしたまちづくり 

❸ 地域を担う人を育むまちづくり 

❹ 自然と共に安全で住みよいまちづくり 

❺ 未来につけを回さないまちづくり 
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（２）規律ある財政運営の徹底 

①事業全般にわたって本来の目的と社会状況、市民ニーズ等が合致しているか検 

証のうえ見直しを行い、行政コストの削減に努める。 

②国・県支出金をはじめ各種補助金等の財源確保に努める。 

国県以外の財源についても積極的に活用する。 

③ふるさと納税制度の活用や移住の促進等により自主財源の確保を図る。 

④各施設の管理については、計画的な修繕や維持管理費の縮減に努める。 

⑤投資事業は厳選し、将来にわたる公債費の適正管理を行う。 

⑥市が債務保証を行う境港市土地開発公社の負債を上回る基金現在高を確保す 

るため、基金繰入は最大限抑制する。 

 

（３）枠配分方式の継続と部内調整機能の更なる強化 

①社会保障関係経費の増大、物価高騰や賃金上昇に伴う維持管理費の増加、DX・

GX のより一層の推進等に対応していくため、既存経費の圧縮は不可避である。

よって、令和７年度においても、各部への事業費ベースでの枠配分方式を継続

し、一般行政経費（Ａ経費）と、継続性のある政策的経費（Ｃ経費）の整理・

削減に努め、一般財源の確保を図ること。 

②投資的経費・新規事業経費等（Ｂ経費）については、事業を精査するととも

に、部内で優先順位及び事業分類付けを行うこと。 

③各部においては、Ａ経費及びＣ経費の枠内調整のため、ゼロベースからの見直

しや事業の取捨選択を行うなど、教育長・各部長のもと、部内調整機能の更な

る充実・強化に取り組み、枠内に収まらない経費を安易にＢ経費や枠外での要

求を行わないこと。 

④特に、継続性のある政策的経費（Ｃ経費）は、安易な金額の調整を行うのでは

なく、事業の原点に立ち返り、事業目的をはじめ、その対象者の範囲、受益の

平等性、あるいは得られる効果の質や規模などの再確認を行い、実施方法など

に工夫を加え、事業の費用対効果を高めるよう努めること。 
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３．予算編成方法と要求基準                       

（１）歳出経費区分 

歳出経費区分について、令和７年度においても、Ａ経費からＤ経費の４種類に区分す

る方式を継続することとする。 

なお、それぞれの経費区分の内容は以下のとおりであり、全ての事業の経費が、いず

れかの区分に属することとなるので留意すること。 

 

区分名称 経費の性質 内  容  説  明 

Ａ経費 ○一般行政経費 １．行政事務を行う上で必要な経常的経費 

２．Ｂ～Ｄ経費の対象外の経費 

Ｂ経費 ○投資的経費 

○新規事業経費 

      等 

 

１．概算要求を行った事業か概算要求が行えなかった正当

な理由がある事業 

２．３００万円以下で概算要求の対象とならなかった投資

的事業と新規事業 

Ｃ経費 ○政策的経費 

(継続) 

１．前年度以前から実施している政策的事業 

Ｄ経費 ○義務的経費 

○固定的経費 

      等 

１．人件費 

正規職員、任期付職員、暫定再任用職員、会計年度任

用職員、議会議員、監査委員など条例等で額を定めた

各種委員に係る全経費 

※選挙・統計に係るものは、Ｂ経費で計上 

２．扶助費及び扶助費に準ずる経費 

（義務的なものに限る） 

３．公債費 

４．繰出金 

５．負担金・会費等 

６．貸付金、積立金及び２２節（償還金利子及び割引料）

に該当する経費 

７．債務負担行為により負担が義務付けられている経費 

８．予備費 

９．上記１～７に付随して生じる義務的経費(手数料など) 

10．その他（令和６年度に引き続き、施設の燃料費、光熱

費、修繕料はＤ経費に分類） 
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（２）経費別の要求基準 

各経費区分での予算要求方法と要求基準は以下のとおりとする。 

 

共 通 ①概算要求等これまでの各種指摘事項を踏まえ、予算編成方針及び編成要領 

に沿った要求とすること。 

 

Ａ経費 ①要求額が配分枠内となっていることを受理条件とする。 

②「原則」各部の裁量とするが、この経費に属するものが他の区分で要求さ 

れている場合は、次のいずれかの対応を行う。 

❶改めてＡ経費内での調整を求める。 

❷予算編成全過程の状況を勘案して、査定する。 

 

Ｂ経費 ①過大見積とならないように留意すること。 

②部内での優先順位付けを行い、事業分類も付けた上で要求すること。 

 

Ｃ経費 ①要求額を配分枠内に収めることを求めるが、各部内で十分な調整を図った 

上でも、なお枠内に収まらない場合でも、要求を認める。 

②配分枠内に収まっている場合は、「原則」各部の裁量とするが、配分枠内 

に収まっていない場合は、Ｃ経費の全事業を査定対象とする。 

 

Ｄ経費 ①対象数や単価等を精査し、過大見積とならないよう留意すること。 

 

歳 入 ①国や県などの補助制度の積極的な活用や受益者負担の適正化、未収金の 

徴収強化など、引き続き財源の確保に努めて要求すること。 

②国が重点的に推進する「持続的・構造的賃上げの実現」、「官民連携に 

よる投資の拡大」、「少子化対策・こども政策の抜本的強化を含めた 

新たなステージへの移行に向けた取組の加速」、「防衛力の抜本的 

強化を始めとした我が国を取り巻く環境変化への対応」等にかかる施策 

の動向について積極的な情報収集に努め、適切に反映させること。 
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 【経費別一覧】 

区分 

名称 
予算要求方法 要 求 基 準 

令和６年度 

予算額 

新年度 

概算額 

Ａ経費 各部と教委へ事業費 

ベースで枠配分 

枠内は原則各部の裁

量 

全体で△１％の枠

配分 

※各部と教委の事

業費枠は別紙 

※前頁参照 

 

千円 

375,956 

(349,365) 

千円 

372,197 

(345,871) 

Ｂ経費 事業単位で所要額を 

要求 

 

※前頁参照 2,339,776 

(1,382,273) 

3,302,639 

(2,394,041) 

Ｃ経費 各部と教委へ事業費 

ベースで枠配分 

△５％の枠配分 

※各部と教委の事

業費枠は別紙 

※前頁参照 

 

341,774 

(274,379) 

324,685 

(260,660) 

Ｄ経費 事業単位で所要額を 

要求 

 

※前頁参照 15,892,494 

(9,290,686) 

16,180,479 

(9,394,934) 

合 計 

  

 

 

18,950,000 

(11,296,703) 

20,180,000 

(12,395,506) 

(    )は、一般財源等額【基金充当額＋市債充当額＋一般財源】 
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（３）新年度予算規模の想定 

①令和６年度当初予算と新年度の一般財源比較 

令和６年度一般財源等額 １１２億９，６７０万円 

 （うち基金取崩額 １２億９５０万円、市債充当額 ８億７，７２０万円 

差引一般財源額 ９２億１，０００万円） 

新年度一般財源等見込み額 １１２億３，７３０万円 

（対前年度△５，９４０万円） 

（うち基金取崩額 ４億５，８００万円、市債充当額 １５億９１０万円 

差引一般財源額 ９２億７，０２０万円） 

 

②新年度当初予算規模 

新年度当初予算規模は、前述の予算要求基準をベースに 

一般会計 ２０１億８千万円（対前年度＋６．５％）と想定すると、 

必要となる新年度の一般財源等額は、 

１２３億９，５５１万円（対前年度＋１０億９，８８１万円）となり、 

約１１億６千万円の一般財源不足が生じるため、新たな財源を確保するか、事業費 

を削減する必要がある。 

 

③直近５年の当初予算規模と最大規模 

 令和７年度     ２０１億８,０００万円（想定） 

  令和６年度     １８９億５,０００万円（過去２番目） 

  令和５年度     １８７億５,０００万円 

  令和４年度     １７７億２,０００万円 

令和３年度     １９７億５,０００万円（過去最大） 
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４．参考資料                               

 

 

 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H14年度 H15年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

単位：百万円 歳出決算額及び一般財源の推移（普通会計） 歳出総額

一般財源

基金残高

（単位：百万円）

区分 H14年度 H15年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

年度末残高 2,088 2,597 4,120 3,772 3,877 3,923 4,115 4,098 4,272 3,573

財政調整基金 320 792 2,582 2,582 2,582 2,582 2,582 2,582 2,842 2,342

減債基金 1,148 1,180 554 374 374 374 517 517 555 392

その他基金 620 625 984 816 921 967 1,016 999 875 839

積立額 74 75 453 761 389 547 581 484 734 510

取崩額 88 77 408 720 737 442 389 500 560 1,210

※R5年度までは決算額、R6年度は予算額

88 77

408

720 737

442
389

500 560

1,210

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

H14年度 H15年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

単位：百万円 基金残高の推移 その他基金 減債基金 財政調整基金

積立額 取崩額
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単位：百万円

H14年度 H15年度 H20年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R5-H14 R5-H15

人件費 2,666 2,233 2,619 2,344 2,449 2,555 2,452 △ 214 219

扶助費 1,583 1,875 2,257 3,622 4,382 4,040 4,390 2,807 2,515

公債費 1,741 1,683 1,803 1,283 1,278 1,271 1,282 △ 459 △ 401

普通建設 3,901 1,298 581 2,017 3,792 2,697 2,983 △ 918 1,685

災害復旧等 229 7 9 0 0 0 0 △ 229 △ 7

物件費 1,924 1,783 1,358 2,232 2,277 2,499 2,331 407 548

維持補修費 148 106 104 121 108 158 111 △ 37 5

補助費等 1,269 1,118 1,384 4,968 1,562 1,778 3,299 2,030 2,181

繰出金 1,622 1,550 1,824 2,005 2,026 1,997 1,465 △ 157 △ 85

その他 2,895 2,057 1,081 2,921 2,979 2,671 2,967 72 910

17,978 13,710 13,020 21,513 20,853 19,666 21,280 3,302 7,570

△ 4.5% △ 23.7% △ 7.6% 28.2% 27.2% 20.0% 31.5%伸び率

年度

義
務

的

投
資

そ
の

他

計
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